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豊川市環境基本計画の見直し方針  

 

１．見直しの背景  

 豊川市では、平成７年９月議会において、環境と共生するまちを実現

するための「環境宣言」を決議し、平成１０年３月に「豊川市環境基本

構想」を策定、そして、平成１２年３月にこの構想の基本理念の実現に

むけた環境の保全に関する総合的、体系的な取組を示す第１期の「豊川

市環境基本計画」を策定しました。  

 その後、環境問題も大きく変化し持続可能な社会をつくり、市民の健

康で文化的な生活を確保することを目的として、市・市民・事業者の責

務、基本理念、基本方針など環境の保全や創造に関する基本的な方向を

定めた「豊川市環境基本条例」を平成２１年３月に制定し、本条例第９

条の規定に基づく第２期の「豊川市環境基本計画」を平成２２年３月に

策定しました。  

 本市においては、本計画に基づき環境の保全や創造に関する様々な

取組を実施してきましたが、計画期間中において国においては、平成２

４年４月に「第４次環境基本計画」が策定され、愛知県においても平成

２６年５月に「第４次愛知県環境基本計画」が策定されました。また、

平成２３年３月に発生した東日本大震災に伴う再生可能エネルギーの

導入や節電、省エネに対する意識の高揚など、エネルギー政策について

も変革期を迎え、国においては平成２６年５月に第４次の「エネルギー

基本計画」が策定されるなど環境を取り巻く状況は大きく変化をして

きています。  

 そこで、本市環境基本計画の中間年にあたり、社会情勢の変化や前期

施策の成果を反映させ、将来像である「環境行動都市  とよかわ  ～次

世代に誇れるまちをつくろう～」の実現に向け環境の保全や創造に関

する取組を一層推進するため見直しを行うものです。  

 

 

 
計画期間は、平成２２年度から平成３１年度の１０年間です。  

 

資料３  
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２．見直しの視点  

 豊川市環境基本計画は、本市の環境行政を明確にし、環境の保全や創

造に関する総合的、体系的な取組を示すものです。  

 また、本計画では、本市における望ましい将来像、目指すべき環境像、

環境目標を掲げ、その目標達成のため市だけでなく、事業者、市民の行

動を示しています。  

 そこで、今回の見直しにおいては、社会情勢の変化や市民や事業者が

取組んでいる環境に配慮した活動、自然環境など環境保全活動への取

組などの動向を踏まえ、現在、本計画に掲げる取組の成果と課題を総点

検し、より一層市民や事業者とともに持続可能な社会づくりを推進す

る計画としていくために今後５年間で取組む施策について、次の視点

に基づき施策の見直し、追加等を行うものです。  

・環境を取り巻く社会情勢の変化や市民や事業者の動向を把握し、課

題を整理する。  

 ・本計画の取組状況を踏まえ、施策の見直しを行う。  

 ・新たな環境問題や国・県の施策を勘案し、施策の追加を行う。  

 ・市の関連部署の計画と本計画との整合性を図る。  
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３．計画の体系及び見直しの範囲  

（１）計画の体系  

 

 

 

 

 

 

  計画策定にあたって：背景、目的、期間、対象範囲、位置づけ  

 

 

  地域の概要と特性：豊川市の概要、地域特性  

 

 

将来像：次世代に向けた豊川市の望ましい姿  

 

 

環境像：５つの豊川市の目指すべき環境像  

      

 

環境目標： 11 の目指すべき環境像の実現に向けた目標  

 

 

  取組： 27 の環境目標を達成するための取組  

  重点施策：３つの前期に特に優先して取り組むべき施策  

 

 

  計画推進：推進体制、進行管理  

 

豊川市環境基本条例  

豊川市環境基本計画  
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（２）環境目標の達成に向けた取組と施策の展開  
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（３）見直しの範囲 

  将来像を始め５つの環境像、１１の環境目標の項目については、本基本計画の根幹

をなすものであるため、基本的に見直しを行わず、以下の点について見直しを実施す

ることとする。 

  

  ①環境目標 項目の見直しはしないが、以下の点を見直し及び追加を行う。 

◆現状と課題 

・環境の現状 

・課題の整理 

◆目標とする指標 

・目標値の修正 － 

 

  ②取組 項目を含め、以下の点を見直し及び追加を行う。 

     ・取組の方向性 

     ・市の施策 

     ・市民の行動 

     ・事業者の行動 

 

 

  ③重点施策 

前期５年間の重点施策を検証し、平成２７年度から平成３１年度までの後期５

年間に優先的に取り組むべき施策を位置付け、本計画の目標値（再掲）と取組ス

ケジュールを掲げる。 

 

 

 

・社会情勢や市民・事業者の動向を把握、分析し、

新たな課題等を整理 

・施策の進捗状況等に応じた見直し 

・社会情勢の変化に基づく国や県の新たな施策や

事業、制度改革、改定に基づく取組の見直し及び追

加 

・民間事業者などが行う事業の反映 

・取組の達成状況に応じた目標値の見直し 


